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1．はじめに 

液状化判定は以前より力の釣り合いに基づいた FL法により行われてきた．一方，液状化発生には地震時のくり返しせん断に

より地盤内部で失われる損失エネルギーが密接に関わっているため，エネルギー法による液状化判定も以前より提案されてき

た 1)．ここでは十勝沖地震により実際に液状化の被害があった北見市端野町の地盤モデルに地震動を入力し，FL 法とエネルギ

ー法から液状化判定を行い，両者の比較・検討を行う． 

2．地盤・地震条件 

十勝沖地震は 2003 年 9 月 26 日に発生し，北海道襟裳岬東南東沖深さ 45km を震

源とした，M8.0の地震動である．震源に近い太平洋沿岸域を中心に港湾構造物やラ

イフライン施設に被害が生じた．その中で特異だったのは，震源から 230kmの遠距

離で気象庁震度 4，地表最大加速度は 50cm/s2程度であった北見市端野町で液状化が

生じたことである．液状化は農業用地の数ヶ所で起きたが，そのうち最大のものは

火山灰質砂質土を埋め戻した緩斜面において地中で液状化した砂が流動噴出し，図

-1に示すように長さ 200m 巾 50mにわたり地表面陥没を起した 2)．噴き出した砂は

勾配の緩い溝の中を泥流化して 1km下流まで流れた． 

地盤調査は図-2の調査点 1～12でスウェーデン式サウンディング試験(SWS)によ

り行い，得られた荷重Wswと半回転数 Nswから式(1)の稲田式 3)より N値を算出した． 
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表-1に調査点 1の地盤モデルを示す．地下水面は調査点 1については地表から 1m

の深さ，調査点 7については地表から 2mの深さで，不飽和の L1の湿潤密度，L2~5

の飽和密度ともに 
 
  

   
         とする．N1値は以下の式(2)より，S 波速度 Vsは道

路橋示方書に掲載された以下の経験式(3)より N 値から計算する  
 
       ．なお各

層ごとに Vsは一定値とし，それぞれの中間深度での値を当てはめている． 
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等価線形解析に用いるせん断剛性Gと減衰定数Dのひずみ振幅依存性については，

Hardin-Drnevichモデルを変形した次式を用いた 4)． 
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ここに，    初期せん断剛性， 
 
 は     が 0.5 となる指標ひずみ，    初期減衰

定数          ，       最大減衰定数            ，     ベキ定数                であ

る．指標ひずみ 
 
 は平均主応力  

  に応じ 
 
   

     によって変化させた 5)． 

本研究では FL法とエネルギー法の解析結果を比較・検討するため，北見市端野町

の地盤の地表に，そこから 10km 離れた地点で防災科学研究所が観測した地震波

(K-NET北見)(図-3)を入力し，液状化解析を行った．地震動の継続時間は初動から

SH 波主要動の範囲と思われる時点までの 100秒間とした． 

3．FL法による判定 

FL法では，液状化抵抗比 Rと地震時せん断強度比 Lの比      が 1.0を下回る際

に液状化発生と判定する．ここに動的せん断強度比 R は原地盤の静止土圧係数を

      と仮定し，繰返し三軸試験の液状化強度比 RLより             から算出する．

なお液状化応力比 RLについては，道路橋示方書の式(5)に基き N1値から求める．こ

こに Naは細粒分含有率 Fcの影響を考慮した補正 N値のことである． 

       
                                                      

                    -    -   
   
        

      (5) 

また地震時せん断強度比 L は，                   
 
        

 ) により求める．等価応

力振幅  0 を求めるため最大応力振幅  max に乗ずる低減係数     については

                -   により求め，通常どおり        に設定した場合と十勝沖地震の

        に対応する         に設定した場合について検討した． 
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図-1 被害状況 

 

図-2 調査点 1～12の概要 2) 

表-1 調査点 1の地盤モデル 
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図-3 K-NET北見の地震動 
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図-4に調査点 1と調査点 7の FL法による液状化判定結果を実線で示している．ま

た，調査点 1では基盤層の Vsを 250m/s と 450m/s に変化させたとき，調査点 7では地

下水位を 1m と 3m に変化させたときの判定結果をそれぞれ図中に示す点線で表して

いる． 

これより        の方が        に比べて FL 値が小さく液状化しやすい判定結果と

なったものの，どちらにおいても FL値は 2.0前後と 1.0を大きく上回り，実際の液状

化履歴とは異なる．また，基盤層の Vsを変化させても FL値は同じ値になること，地

下水位は浅くなるほど液状化しやすい傾向があるが，それでも液状化は発生しないこ

とが分かった． 

4．エネルギー法による液状化判定 

前述の地点でエネルギー概念に基づいた液状化判定を試みた．エネルギー法による

液状化判定においては，砂地盤の液状化発生に必要な単位体積当たり（累積）損失エ

ネルギーΔ に対して，地震波によりどれだけの上昇エネルギー   が単位面積当たり

に供給されるかを検討することになる 5)6)． 

上昇エネルギー   については各層における SH 上昇波速度時刻歴     とインピーダ

ンス   sにより式(6)から算出する． 

              
 

 
     (6) 

損失エネルギーΔ については，まず損失エネルギーを有効拘束圧で基準化した基

準化損失エネルギーΔ / ’cとNc=20のときの液状化強度比 RL20の関係より式(7)から算

出する．この 2 つの値の関係は砂の相対密度 Drや細粒分含有率 Fcに依らずほぼ一意

的となることが実験結果より明らかになっている 5)6)． 

Δ   ’       -                 
      (7) 

次に，三軸試験から得られた液状化発生に対する基準化損失エネルギーΔ / ’cと基

準化ひずみエネルギー / ’cの関係を用い，式(8)より基準化ひずみエネルギーW/ ’cを

求める． 

    ’        
         Δ   ’       (8) 

これらの式を用いたエネルギー法による液状化判定の具体的手順は以下の通りで

ある 5)6)． 

1) 対象地盤を標準貫入試験などの調査間隔に対応し層厚 H=1~2mに分割する． 

2) 前述の FL法と同様に各層についてのN1値から RL20を計算する．さらに求めた RL20

を用いて式(7)により基準化損失エネルギーΔ / ’cを決定する． 

3) 基準化損失エネルギーΔ / ’c に対応した基準化ひずみエネルギー / ’c を式(8)に

より算定する． 

4) 各層の有効上載圧  
  から  

           
    とし，厚さ H の各層の WH を算定する．

以下では，WH を各層の液状化エネルギー容量と呼ぶことにする． 

5) 各層について，液状化エネルギー容量 WHと式(6)で求めた上昇エネルギーEuの比

WH/Euを計算し，その値が小さい層ほど早く液状化し易いと考え，各層に i=1, 2, 3, 

---の番号付けをする．その順に各層の WH/Euの値を足し合わせ，その累計が 1.0

に達するまでの層が液状化すると考える．つまり，地震波動から供給されるエネ

ルギーが液状化エネルギー容量を賄える限界までは液状化すると考えていること

になる． 

図-5にエネルギー法による調査点 1 と調査点 7 の判定結果を実線で示す．また FL

法と同様に，調査点 1では基盤層の Vsを 250m/s と 450m/s に変化させたとき，調査点

7では地下水位を 1mと 3mに変化させたときの判定結果をそれぞれ図中に示す線で表

している． 

これよりエネルギー法では液状化が発生する判定となり，以前に検討した均質地盤での結果 5)6)と同様に浅い深度から液状化

していく傾向が見られた．また，基盤層の Vs と地下水位の変化はエネルギー法の判定結果を大きく変える要因にはならないこ

とが分かった． 

5．まとめ 

FL 法では液状化しないがエネルギー法では液状化するという判定となり，加速度は小さく発生せん断応力も小さいが継続時

間や周期成分からある程度大きなエネルギーを有する地震動が引き起こす北見市端野町のような液状化現象については，最大せ

ん断応力と繰り返し回数に基く FL 法では評価しきれず，エネルギー法での評価がより実現象に近い判定結果となることが分か

った．また，FL 法は深度による液状化のしやすさの傾向が見られなかった一方で，エネルギー法は浅い深度から順に液状化し

やすい傾向が見られた． 
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図-4 FL法による解析結果 

8

6

4

2

0
0 1 2 3 4

調査点1

 V
s
=250m/s

 V
s
=350m/s

 V
s
=450m/s

 

 

Σ WH/E
u

D
e
p
th

 (
m

)

Liquefy

 

8

6

4

2

0
0 1 2 3 4

 調査点7

 地下水位=1m
 地下水位=2m
 地下水位=3m

 

 

Σ WH/E
u

D
e
p
th

 (
m

)

Liquefy

 
図-5 エネルギー法による解析結果 
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